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研究要旨： 

HIV 感染妊娠の報告数は毎年 40 例前後で推移していたが、2017 年は 37 例、2018 年は 33 例と

やや減少傾向にある。近年の傾向から、感染妊娠数はやや減少していく可能性はある。都道府県で

は大都市圏が中心であることに変化はないが、妊婦の国籍は年々日本人の占める割合が増加してお

り近年では過半数を占めるようになっている。分娩様式では帝王切開分娩がほとんどを占め、経腟

分娩は飛び込み分娩や自宅分娩等を除きほぼゼロとなっている。これは HIV 母子感染予防のため

に、経腟分娩を回避することが徹底されている結果であると思われる。現在諸外国では血中 HIV

ウイルス量のコントロールが良好であれば、経腟分娩が許容されつつある。本邦でも一定条件を満

たせば経腟分娩が許容される可能性があるが、まず受け入れ施設など医療体制の整備を進めていく

必要がある。母子感染例は母子感染予防対策が確立されつつあるものの、近年もほぼ毎年発生し続

けている。近年の母子感染は妊娠後期・分娩後判明例から生じており、妊娠初期スクリーニング検

査陰性例からの母子感染例も認め、このような経路による母子感染予防対策は非常に困難である。

妊婦における HIV スクリーニング検査の標準化により妊娠中のスクリーニング検査施行率は

99.9%となっており、本研究班が推奨する母子感染予防対策を全て施行し得た例において、日本国

内で平成 12 年以降に母子感染症例が発生していないことは、本研究班が作成し周知してきた母子

感染予防対策マニュアルなどによる教育・啓発活動の一定の成果であろうと考える。今後の問題点

として大きく 2 つが考えられ、ひとつはウイルス量がコントロール良好な群に対し経腟分娩が許容
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されていくとなった時、どのような背景をもった HIV 感染妊娠が対象となり、年間どの程度の症

例数が存在していくか解析を進めることと、もう一つは少数ではあるが毎年報告され続ける、今ま

でとは異なる背景を持った HIV 母子感染をどのような方策で予防し得るか検討し、新たな母子感

染予防対策を構築することが必要と考える。そのため、HIV 母子感染予防に関する研究のさらなる

継続が必要である。 

 

A.研究目的 

国内における HIV 感染妊婦とその出生児に

関するデータベースを更新する。さらに現行の

HIV母子感染予防対策の妥当性と問題点を検証

し、予防対策の改訂および母子感染率のさらな

る低下を図る。 

 

B.研究方法 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新（吉

野分担班および田中分担班との共同研究） 

 産婦人科、小児科それぞれの 2018 年（平成

30 年度）の全国調査で報告された症例を新たに

追加し、令和元年度統合データベースを作成す

る。 

 

2．全国産婦人科二次調査  

 全国一次調査で HIV 感染妊婦の診療経験あ

りと回答した産婦人科診療施設に対し二次調

査を行い、HIV 感染妊婦の疫学的・臨床的情報

を集積・解析する。これにより HIV 感染妊婦の

年次別・地域別発生状況を把握し、妊婦やパー

トナーの国籍の変化、婚姻関係の有無、医療保

険加入などの経済状況、抗 HIV 療法の効果、妊

娠転帰の変化や分娩法選択の動向などを検討

する。 

 

（倫理面への配慮） 

臨床研究においては、文部科学省・厚生労働

省「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシ

ーの保護に努めた。症例の識別は本研究におけ

る通し番号を用い、各情報は登録番号のみで処

理されるため個人情報が漏洩することはなく、

またデータから個人を特定することも不可能

である。 

 

C.研究結果 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新お

よび解析 

小児科研究分担班（研究分担者：田中瑞恵）と

当産婦人科研究分担班のデータとを照合し、令

和元年度産婦人科小児科統合データベースと

して更新した。その結果を図 1 に示す。2018

年（平成 30 年）12 月までに妊娠転帰が明らか

となった症例の集積である。2018 年末までの

HIV 感染妊娠の報告総数は 1,070 例となり、そ

のうち産婦人科小児科の重複例は 461 例で、産

婦人科508例と小児科101例は各科独自の症例

であった。双胎が 9 例、品胎が 1 例含まれ、出

生児数は 747 児となった。（ただし産婦人科と

小児科のデータの照合作業による統合データ

ベースの更新はそれぞれの全国調査を行った

年度の次年度に行うため、解析は 1 年遅れとな

っている。） 

 

1) HIV 感染妊娠の報告数 

HIV 感染妊娠の報告数を図 2 に示す。1997 年

の 39 例以降年間 30 例以降で推移しており、

2004 年～2015 年にかけて 2009 年を除き年間

40 例以上で推移していたが、2016 年以降は

2016 年 30 例、2017 年 37 例、2018 年 33 例

とやや減少傾向にある。 

2）HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 

都道府県別・年次別分布を表 1 に示す。地方ブ

ロック別では東京・愛知・大阪といった大都市

圏を含む地域が中心となっている。2018 年ま

でに感染妊娠の報告がない都道府県は、和歌

山・徳島・佐賀の 3 県のみとなっている。HIV

感染妊娠の報告都道府県別分布を図 3 に示す。
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東京が 282 例、次いで神奈川 105 例、愛知 103

例、千葉 87 例、大阪 68 例と大都市圏が多数を

占める。東京は毎年複数例の報告があり、また

神奈川・愛知からも毎年報告があるが 2018 年

は大阪からの報告はなかった。 

 

3）HIV 感染妊婦およびパートナーの国籍と

HIV 感染状況 

HIV 感染妊婦の国籍別・年次別変動を表 2 に示

した。日本 461 例（43.1%）、タイ 231 例（21.6%）

でこの 2 カ国で約 6 割以上を占めている。次い

でブラジル 75 例（7.0%）、フィリピン 39 例

（3.6%）、インドネシア 35 例（3.3%）、ケニア

25 例（2.3%）であった。地域別にみると、日

本が 461 例(43.1%)、日本を除くアジアが 382

例（35.7%）、アフリカが 102 例（9.5%）、中南

米が 92 例(8.6%)であった。 

HIV 感染妊婦国籍の変動を図 4 に示す。日本国

籍は増加の一途をたどり、2003 年以前では全

体の 3 割程度であったが 2014~2018 年には全

体の 58.2%を占めるようになった。一方、2003

年以前は 3割程度であったタイ国籍の報告は近

年減少しており、2014~2018 年は 12 例（6.3%）

のみであった。2003 年以前はケニア、エチオ

ピア、タンザニアなどのアフリカ地域の妊婦が

多かったが、近年は報告が少なく、代わってブ

ラジルやインドネシアの報告が増加している。 

パートナーの国籍別症例数および HIV の感染

割合を表 3 に示した。国籍は日本が 550 例

（51.4%）で最も多く、次いでブラジル 60 例

（5.6%）、タイ 30 例（2.8%）であった。HIV

の感染割合は、10 例未満の報告が少ない国を除

くと、ペルーが 88.9％と最も高く、次いでナイ

ジェリアが 68.8%、ケニアが 69.2％、タイが

57.9%、インドネシアが 53.3％、ブラジルが

51.2%、ガーナが45.5％、アメリカが37.5％で、

日本は 29.6%と最も低率であった。地域別にみ

ても、症例数が 10 例以下の欧州、中東を除く

と、アフリカが 66.2%と最も高く、次いで中南

米が 60.4%、アジアが 54.1%、北米が 33.3%で

あった。 

パートナーの感染率は不明例を除くと、2003

年以前は44.6%であったが徐々に減少傾向にあ

り、2014～2018 年では 32.4%まで減少してい

る。（図 5） 

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せ別 5 年群別変動を図 6 に示した。感染妊婦、

パートナーともに日本国籍が増加しているこ

とから、「妊婦－パートナー」の国籍が「日本

―日本」である組み合わせが 2003 年以前は

22.2%であったが、2014～2018 年では 43.4%

へ増加している。それに伴い特に「外国―日本」

の組み合わせは 43.0%から 16.0%まで減少して

いる。 

 

4）妊娠転帰と母子感染 

HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動を図 7

に示した。1995 年以降毎年 30 例前後から 40

例前後の報告が継続している。 

分娩に至った症例のみの分娩様式 5年群別変動

を図 8 に示した。2003 年以前、2004～2008 年

の緊急帝切は、10％程度であったが、2009～

2013 年は 31 例（22.1%）、2014~2018 年は 27

例（18.0％）とやや増加している。経腟分娩は

明らかに減少傾向にある。そこで緊急帝切とな

った全 100 例における HIV 感染判明時期と緊

急帝切の適応を表 4 に示した。90 例（90.0%）

では分娩 1 週間前の時点で既に HIV 感染が判

明していた。帝切予定であったが切迫早産等の

産科的適応により緊急帝切となった症例は 78

例で、緊急帝切症例の 78.0%を占めていた。さ

らに 2014～2018 年の緊急帝切 27 例の詳細を

表 5 に示した。全例が分娩 1 週間前の時点で

HIV 感染が判明しており、23 例（85.2％）で

は帝切予定であったが何らかの理由で緊急帝

切となったことがわかっている。 

在胎週数と出生児体重の平均を表 6 に示した。

予定帝切分娩の平均在胎週数は 36w5d、平均出

生児体重は 2,642g、緊急帝切分娩の平均在胎週

数は 35w0d、平均出生児体重は 2,327g、経腟
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分娩の平均在胎週数は 38w2d、平均出生児体重

は 2,866g であった。2014～2018 年では予定帝

切 118 例ではそれぞれ 37w1d、2,759g、緊急帝

切 27 例ではそれぞれ 34w4d、2,219g、経腟分

娩 5例ではそれぞれ 36w3d、2,370gであった。 

 

分娩様式・妊娠転帰別の母子感染数を表 7 に示

した。1,070例中、予定帝切分娩545例（50.9%）、

緊急帝切分娩 100 例（9.3%）、経腟分娩 83 例

（7.8%）、分娩様式不明 8 例（0.7%）、自然流

産 41 例（3.8%）、異所性妊娠 6 例（0.6%）、人

工妊娠中絶 199例（18.6%）、妊娠中 3例（0.3%）、

妊娠転帰不明 85 例（7.9%）となっている。母

子感染は予定帝切分娩の 7 例、緊急帝切分娩の

8 例、経腟分娩の 37 例、分娩様式不明の 7 例、

計 59 例が確認されている。 

HIV 感染妊娠の年次別妊娠転帰と母子感染を

表 8 に示した。1984 年に外国で妊娠分娩し、

来日後母子感染が判明した 1例が後年に報告さ

れ、1987 年以降 HIV 感染妊娠はほぼ毎年継続

して報告されている。中絶や転帰不明などを除

く分娩例は、1995 年以降毎年 30 例前後が継続

している。分娩様式は 2000 年以降帝切分娩が

分娩例の 9割以上を占めることに変わりはない。

母子感染は cART が普及していなかった 1991

～2000 年までは毎年数例発生しているが、そ

の後も 2002 年、2005 年、2006 年、2008 年、

2009 年、2010 年、2012 年、2013 年、2015

年、2017 年とほぼ毎年報告されており、特に

近年は妊娠初期スクリ―ニング検査陰性例か

らの母子感染例が増加傾向にある。 

 

5）HIV 感染妊婦への抗ウイルス薬投与ついて 

HIV感染妊婦の血中ウイルス量を表9に示した。

ウイルス量の最高値が 10 万コピー/ml 以上は

37 例（6.0%）、1 万コピー/ml 以上 10 万コピー

/ml 未満は 143 例（23.1%）、1,000 コピー/ml

以上 1 万コピー/ml 未満は 131 例（21.2%）、検

出限界以上 1,000 コピー /ml 未満は 69 例

（11.2%）、検出限界未満は 238 例（38.5%）で

あった。 

HIV 感染妊婦へ投与された抗ウイルス薬の薬

剤数別の年次推移を図 9 に示した。1 剤のみの

投与は 1998 年をピークに減少している。3 剤

以上の cART は 1995 年に初めて報告されたの

ち、2000年以降は報告症例の半数以上を占め、

2009 年以降はほぼ全例 cART である。 

抗ウイルス薬の投与による血中ウイルス量の

変化を表 10 に示した。ウイルス量の最高値が

1,000 コピー以上で、妊娠中に抗ウイルス薬が

投与され、血中のウイルス量が 2 回以上測定さ

れている 210 例を解析した。そのうちウイルス

量が 1/100 以下へ減少した例は 127 例（60.5%）

で、全てで 3 剤以上の cART が行われていた。 

 

6）母子感染率について 

小児科調査からの報告例には母子感染例が多

く含まれ、母子感染率を推定するにはバイアス

がかかるため、産婦人科調査からの報告例のみ

を解析し、算出した分娩様式別母子感染率を表

11 に示した。児の異常による受診を契機に母親

の HIV 感染と母子感染が判明した症例を除き、

母子感染の有無が判明している 545 例のうち、

母子感染した症例は 12 例（2.20%）であった。

内訳は予定帝切分娩が 433 例中 1 例（0.23%）、

緊急帝切分娩が 80 例中 4 例（5.00%）、経腟分

娩が 32 例中 7 例（21.88%）である。 

より多くの症例で母子感染率を検討するため

に、産婦人科小児科統合データベースを用いて

解析を試みた。HIV 感染判明時期・妊娠転帰別

母子感染率を表 12 に示した。HIV 感染判明時

期を、 

・「妊娠前」 

・「今回妊娠時」 

・「不明（妊娠中管理あり）」（HIV 感染判明時

期は不明だが、投薬記録や妊娠中の血液データ

がある等、妊娠中に管理されていたと思われる

症例） 

・「分娩直前」（分娩前 1 週間以内と定義） 

・「分娩直後」（分娩後 2 日以内と定義） 
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・「児から判明」（児の発症を契機に母の HIV

感染が判明した症例） 

・「分娩後その他機会」 

・「不明」 

に分類し解析した。「妊娠前」は 480 例で最も

多く、母子感染が 3例みられ母子感染率は 1.0%

であった。妊娠転帰は予定帝切分娩が 267 例

（55.6%）と多く、次いで人工妊娠中絶が 98

例（20.4%）、緊急帝切分娩 53 例（11.0％）、経

腟分娩 13 例（2.7％）であった。母子感染率は

予定帝切分娩で 0.4％、経腟分娩で 22.2％であ

った。「今回妊娠時」は 408 例で、母子感染が 8

例みられ、母子感染率は 3.3%であった。予定

帝切分娩が 224 例（54.9%）、人工妊娠中絶が

82 例（20.1%）、緊急帝切分娩 37 例（9.1％）、

経腟分娩 9 例（2.2％）であった。母子感染率

は、予定帝切分娩は 1.4％で「妊娠前」の 0.4％

と比較し高率となったが、経腟分娩 9 例では

16.7％に低下した。「不明（妊娠中管理あり）」

は 29 例で母子感染の報告はなく、妊娠転帰は

予定帝切分娩が 21 例（72.4%）であった。「分

娩直前」は 19 例で、母子感染が 1 例で母子感

染率は 5.9%であった。経腟分娩が 9 例（47.4%）

と最も多く、次いで予定帝切分娩 7 例（36.8%）、

緊急帝切分娩 3 例（15.8%）であった。「分娩直

後」は 12 例で母子感染が 6 例あり、母子感染

率は 66.7%と高率であった。経腟分娩が 11 例

（91.7%）と 9 割を占めた。「児から判明」20

例は当然ながら母子感染率は 100％であり、経

腟分娩が 15 例（75.0%）と多かったが、予定帝

切分娩も 1 例（5.0%）、緊急帝切分娩も 4 例

（20.0%）みられた。「分娩後その他機会」は

26 例で、母子感染は 16 例で母子感染率は

66.7%であった、経腟分娩が 18 例（69.2%）を

占めた。「不明」は 76 例で、母子感染は 5 例で

母子感染率は 16.1%であった。予定帝切分娩が

24 例（31.6%）で経腟分娩が 8 例（10.5%）で

あった。 

 

分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 13 に

示した。予定帝切分娩、緊急帝切分娩、経腟分

娩を行った 728 例中 550 例（75.5%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていた。分娩様式別では予定

帝切分娩が 545 例中 462 例（84.8%）、緊急帝

切分娩は 100 例中 82 例（82.0%）で抗ウイル

ス薬が投与されていたにもかかわらず、経腟分

娩では 83 例中 6 例（7.2%）のみであった。抗

ウイルス薬が投与されていたにもかかわらず

母子感染したのは 4 例のみで、そのうち 1 例は

妊娠 30 週より AZT の投与が開始され、妊娠 35

週に緊急帝王切開分娩が施行されたが母子感

染が生じ、もう 1 例が妊娠 34 週より cART を

開始していたが母子感染が生じ、1 例は緊急帝

切直前に感染が判明し AZT を投与されたが、

母子感染が生じた。これら 3 例は治療開始時期

が遅れたことが、母子感染の原因と推測された。

また他の残りの 1 例は、ウイルス量等が測定さ

れておらず詳細は不明であるが、外国籍妊婦で

あったことから内服治療のコンプライアンス

が低かった可能性があり、これが母子感染の原

因と推測された。①投与なしで予定帝切分娩、

②投与なしで経腟分娩の群にわけ母子感染率

を示すと、それぞれ 6.8%、54.4%となった。抗

ウイルス薬の主流が cART へ移行する 2000 年

以降を表 14に示す。全 555例中 489例（88.0%）

に抗ウイルス薬が投与されていた。分娩様式別

では、予定帝切分娩が 443例中 407例（91.9%）、

緊急帝切分娩は 84 例中 78 例（92.9%）と高率

で、経腟分娩では 28 例中 4 例（14.3%）東京

のみであった。各郡別の母子感染率は①3.4%、

②47.6%であった。 

HIV 感染判明時期が「分娩直後」「分娩後その

他機会」「児から判明」および「不明」の群を

除いた 643 例で母子感染率を再度検討した。分

娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 15 に示

す。全 643 例中 550 例（85.5%）に抗ウイルス

薬が投与されており、分娩様式別では予定帝切

分娩が 519 例中 462 例（89.0%）、緊急帝切分

娩は 93 例中 82 例（88.2%）、経腟分娩では 31

例中 6 例（19.4%）であった。 
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表 14 同様に、2000 年以降を表 16 に示した。

全 524 例中 489 例（93.3%）に抗ウイルス薬が

投与されていた。分娩様式別では予定帝切分娩

が 431 例中 407 例（94.4%）、緊急帝切分娩は

81 例中 78 例（96.3%）と高率で、経腟分娩で

は 12 例中 4 例（33.3%）のみであった。各群

別の母子感染率は①5.0%、②0.0%あった。2000

年以降に感染予防対策を施行した症例の母子

感染率を表 17 に示す。感染予防策として「初

期 HIV スクリーニング検査」「予定帝切」「抗

ウイルス薬 3 剤以上」「児の投薬あり」「断乳」

全てを施行した 259例での母子感染例は 1例も

なかった。 

 

7）HIV 感染判明時期について 

近年 HIV 感染が分からずに分娩に至る例や妊

娠を契機に初めて HIV 感染が判明する例は減

少している（図 10）が、感染判明後初めての妊

娠例には初産婦も多数含まれる（図 11）。感染

判明契機を見ると、妊娠以外の機会での感染判

明例が増加傾向にあり（図 12）、このような例

では感染が判明していない状況で妊娠した例

と比較し HIV ウイルス量コントロールが良好

である症例が多く、近年さらにコントロールは

良好になりつつある（図 13）。これらの妊娠以

外の機会で HIV 感染が判明した上で妊娠した

群には、ウイルス量的・産科的に経腟分娩が許

容可能な例が含まれている可能性がある。 

 

8）妊娠中・分娩後に母体の HIV 感染が初めて

判明した例について 

2000 年～2018 年に、妊娠中・分娩後に初めて

HIV 感染が判明した例（初回判明群）は 282

例であった。近年 HIV 感染判明後妊娠が増加

している。初回判明群において、妊娠初期に

HIV 感染が判明している例は半数に過ぎず、感

染判明時期が遅れるにつれ血中 HIV ウイルス

量のコントロールは不良になっている。実際に

2000 年以降に生じた HIV 母子感染 17 例は全

て初回判明群から生じており、さらに全て妊娠

後期や分娩後に初めて HIV 感染が判明した例

から生じている。特に分娩後に母体の感染が初

めて判明し、母子感染が生じた 15 例のうち 6

例では、妊娠時の HIV 初期スクリーニング検

査は陰性であった（図 14、15）。 

 

9）HIV 感染判明後の再妊娠について 

HIV 感染が判明した後に妊娠（感染判明後妊

娠）した妊婦の妊娠回数を表 18 に示した。妊

娠回数 1 回は 199 人、2 回は 76 人、3 回は 27

人、4 回は 10 人、6 回が 1 人であった。当研究

班で把握しているHIV感染妊婦数は 765人で、

313 人が HIV 感染を認識した上で妊娠し、114

人が 2 回以上複数回妊娠していることになる。 

2009 年～2018 年の 10 年間での HIV 感染判明

時期別の平均年齢を図 16 に示す。感染判明後

妊娠は感染判明前妊娠と比較し、平均年齢は大

きな差を認めていない。10 年間での感染判明後

妊娠は 273 例あり、2009年から 2018 年の HIV

感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移を図

17 に、妊娠時期の変動を図 18 に示す。感染判

明後妊娠は 2009 年～2013 年は 70.1％、2014

年～2018 年は 72.5％で、2018 年は 81.8％であ

った。また感染判明後初めて妊娠した 152 例の

うち、前回妊娠時に判明したものは 53 例

（34.9%）であった。2009 年以降感染判明後妊

娠の妊婦国籍、パートナー国籍を図 19、図 20

に示す。それぞれ日本国籍が 54.9%、60.1％と

過半数を占めた。感染判明後妊娠の加入保険内

容を図 21 に示す。社保が 24.9％、国保が 28.2％、

生保が 5.9％と妊娠後感染判明妊娠と比較し社

保・国保の占める割合が高い。感染判明後妊娠

の転帰年別分娩転帰を図 22 に示す。感染判明

後妊娠においても一定の割合で人工妊娠中絶

が含まれ、分娩様式は 90％以上が帝王切開であ

った。感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠の

割合を図 23 に示す。53.4%が予定内妊娠と考え

られた。感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無を

図 24 に示す。感染判明後妊娠においても 3.3

～29.2%と投薬なし・不明例が存在した。感染
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判明後妊娠の血中ウイルス量最高値を図 25 に

示す。感染判明後妊娠においても、ウイルス量

1,000 コピー/ml 以上の症例は 14.9%存在する。

感染判明後妊娠の分娩転帰場所を図26に示す。

感染判明後妊娠の 7.0％は拠点病院以外が最終

転帰場所となっていた。 

 

10）HIV 感染妊娠の転帰場所 

HIV 感染妊娠の転帰場所を図 27 に示した。全

1,070 例中、妊娠転帰不明 85 例と妊娠中 3 例を

除いた 982 例について解析した。拠点病院が

813 例（82.8%）と約 8 割を占めた。拠点以外

の病院 67 例（6.8%）、診療所 16 例（1.6%）、

助産院 2 例（0.2%）自宅 6 例（0.6%）、外国 33

例（3.4%）、不明 45 例（4.6%）であった。 

最近 5 年間（2014 年～2018 年）の HIV 感染

妊娠 189 例の転帰場所を図 28 に示した。拠点

病院が 180 例（95.7%）と図 27 よりも占める

割合が高くなり、拠点以外の病院は 3 例（1.6%）

のみになっている。 

転帰場所別分娩様式を表 19 に示した。予定帝

切分娩が拠点病院では 498 例（61.3%）に施行

されているのに対し、拠点病院以外の病院では

28 例（41.8%）のみであった。一方、経腟分娩

は拠点病院では 25 例（3.1%）のみであったが、

拠点以外の病院では 15 例（22.4%）、診療所・

助産院では 13 例（72.2%）もみられた。 

転帰場所別抗ウイルス薬投与状況を表 20 に示

した。拠点病院では 589 例（72.4%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていたが、拠点病院以外では

24 例（35.8%）で、診療所・助産院では 1 例

（5.6%）のみであった。 

日本で経腟分娩した 69例の詳細を表 21に示し

た。妊娠中に抗ウイルス薬が投与されていた症

例が 8 例あり、飛び込み分娩が 18 例を占めて

いた。 

都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況と

HIV 感染妊娠最終転帰施設数を表 22 に示す。

全国にはエイズ拠点病院が 394 施設存在し、そ

のうち産科標榜施設は 304 施設（77.2%）であ

った。HIV 感染妊娠の最終転帰場所となった施

設数は全国で 136 施設（44.7%）であった。茨

城、栃木、千葉、長野の各県では産科を標榜す

る拠点病院の 7 割以上が実際に HIV 感染妊娠

の最終転帰病院となっていたが、他の都道府県

では、拠点病院の数に比べて実際に最終転帰病

院となっている病院は少なかった。20 例以上の

都府県でみても、茨城、栃木、千葉、長野以外

では最終転帰病院となっていない拠点病院が

多数存在していた。 

都道府県別・最終転帰場所別の HIV 感染妊娠

数を表 23 に示す。症例数が 20 例以上の都府県

でみると、拠点病院での最終転帰例の割合は茨

城 100%、栃木 100%、静岡 100%、東京 97.5％、

神奈川 95.7％、長野 94.6%、愛知 93.3%、大阪

89.3%とほとんどで 90%以上であった。しかし

埼玉では 17例(36.2%)が拠点病院以外で最終転

帰となっていた。 

 

11）HIV 感染妊婦の社会的背景 

パートナーとの婚姻関係の有無について回答

のあった 579 例で婚姻関係別の妊娠転帰を図

29 に示した。婚姻あり（429 例）では予定帝切

分娩が 253 例（59.0%）、緊急帝切分娩が 60 例

（14.0%）、経腟分娩が 13 例（3.0%）であった

のに対し、婚姻なしや不明（150 例）ではそれ

ぞれ 47 例（31.3%）、17 例（11.3%）、24 例

（16.0%）となり経腟分娩の割合が増加した。

同様に医療保険加入状況について回答のあっ

た565例で医療保険加入状況別の妊娠転帰を図

30 に示した。国保、社保、いずれかの医療保険

加入あり（441 例）ではそれぞれ分娩転帰は 252

例（57.1%）、59 例（13.4%）、13 例（2.9%）

であったのに対し、医療保険なしや不明（124

例）ではそれぞれ 39例（31.5%）、16例（12.9%）、

24 例（19.4%）となり、やはり経腟分娩の割合

が増加した。 

 

12）母子感染 59 例についての解析 

母子感染 59 例の転帰年と分娩様式を図 31 に、
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それらの臨床情報を表 24 に示した。1984 年に

分娩様式不明の外国での分娩例で初めての母

子感染が報告されている。1987 年は外国で経

腟分娩となった症例で、国内での分娩の母子感

染例は 1991 年の 2 例が初めてである。その後

cART が治療の主流になる 2000 年まで毎年継

続して報告された。それらの大部分の分娩様式

は経腟分娩であった。その後は 2002 年に転帰

場所は不明で経腟分娩した 1 例、2005 年に外

国で予定帝切分娩した 1 例、2006 年に国内で

経腟分娩した 1 例が報告された。さらに 2008

年に経腟分娩で、2009 年に緊急帝切分娩 1 例

と分娩様式不明 1 例、2010 年には予定帝切分

娩 1 例、分娩様式不明 1 例と経腟分娩で 2 例、

2012 年、2013 年、2015 年は経腟分娩でそれぞ

れ 1 例、2017 年は緊急帝切分娩で 1 例の母子

感染例が報告された。2002 年、2006 年、2008

年、2010 年、2012 年および 2013 年の経腟分

娩例は分娩後に母親の HIV 感染が判明してお

り、7 例とも抗ウイルス薬は投与されていなか

った。特に近年の母子感染例は、妊娠時の HIV

初期スクリーニング検査が陰性であったため、

母子感染予防対策が全く施行されていなかっ

た例がほとんどを占める（図 15）。こういった

例では妊娠・出産に関する情報を収集すること

が非常に困難であり、今後の母子感染予防対策

を検討する上で非常に困難な問題となってい

る。 

母子感染 59例の転帰都道府県を表 25に示した。

外国が 18 例（30.5%）と最も多く、次いで千葉

が 8 例（13.6%）、東京が 6 例（10.2%）と続く。 

妊婦国籍を表 26 に示した。タイが 17 例

（28.8%）と最も多く、次いで日本16例（27.1%）、

ケニア 8 例（13.6%）であった。日本転帰の 38

例（表 27）ではタイが 15 例(39.5%)と最も多く、

ついで日本 14 例(36.8%)であった。 

パートナーの国籍を表 29 に示した。日本人が

37 例（62.7%）と大半を占め、その他は 3 例以

下であった。日本転帰の 38 例（表 30）でも同

様に日本人が 26 例(68.4%)で最多であった。パ

ートナーとの国籍の組み合わせを図 34 に示し

た。「妊婦－パートナー」は「外国－日本」が

24 例（40.7%）と最も多く、「外国－外国」が

14 例（23.7%）、「日本－日本」が 13 例（22.0%）

で、「日本－外国」は 3 例（5.1%）のみであっ

た。日本転帰の 38 例（図 35）では、「外国－

日本」が 14 例(36.8%)と最多であった。 

分娩様式を図 37 に示した。経腟分娩が 37 例

（62.7%）と 6 割以上を占め、ついで緊急帝切

分娩 8例（13.6%）、予定帝切分娩 7例（11.9%）、

分娩様式不明 7 例（11.9%）であった。日本転

帰の 38 例（図 38）でも経腟分娩が 25 例(65.8%)

と最多であった。 

転帰場所を図 40 に示した。外国が 18 例

（30.5%）と最も多く、拠点病院が13例（22.0%）、

拠点以外の病院が 9 例（15.3%）、診療所 9 例

（15.3%）、自宅 1 例（1.7%）、不明 9 例（15.3%）

であった。 

妊婦の HIV 感染診断時期を図 41 に示した。妊

娠前に判明した症例が 3 例（5.1%）で、今回妊

娠時が 8例（13.6%） 、分娩直前が 1例（1.7%）、

分娩直後が 6 例（10.2%）、児から判明が 20 例

（33.9%）、分娩後その他の機会が16例（27.1%）

であった。また日本転帰の 38 例（図 42）では

妊娠前に判明した症例が 1 例（2.6%）で、今回

妊娠時が 6例（15.8%）、分娩直前が 1例（2.6%）、

分娩直後が 6 例（15.8%）、児から判明が 15 例

（39.5%）、分娩後その他機会が 8 例（21.1%）、

不明が 1 例(2.6%)であった。近年妊娠中に当研

究班が推奨する母子感染予防対策を全て施行

し得た例からの母子感染は発生しておらず、母

子感染例のほとんどは分娩後に感染判明して

きている。こういった例の多くは HIV 妊娠初

期スクリーニング検査が陰性であり、今後ハイ

リスク症例の抽出など何らかの対策を早期に

構築する必要がある。 

 

13）分娩様式に関する検討 

2000 年以降の分娩に至った 538 例を対象とす

ると、初産婦が 242 例(45.0%)を占め、既往帝



61 

 

王切開症例ではなく、母体血中ウイルス量が検

出限界未満であることを経腟分娩が許容され

得る条件とすると、初産婦のうち140例(26.0%)

で母体血中ウイルス量が検出限界未満であっ

た。これより年間 30 例の HIV 感染妊娠が発生

すると仮定すると、年間約 7～8 例の経腟分娩

許容例が存在する可能性がある。 

 

2．HIV 感染妊婦の診療経験のある産婦人科病

院に対する二次調査 

産婦人科病院二次調査は、令和元年 10 月 9 日

に初回発送した。一次調査で追加報告される度

に二次調査用紙を随時発送した。その結果、令

和 2 年 2 月 14 日現在、二次調査対象の 35 施設

中 29 施設（82.9%）から回答を得た。表 32 に

示したが、複数施設からの同じ症例に対する重

複回答を除くと現在の報告症例は 43 例で、そ

のうち 2019 年以前の妊娠転帰症例で当班へ未

報告の症例が 5 例、2019 年妊娠転帰症例が 26

例、妊娠中の症例が 4 例、当班に既に報告され

ている症例が 8 例であった。 

 

1）2019 年妊娠転帰症例の解析 

HIV 感染妊娠報告数は 26 例であった。報告都

道府県を表 33 に示した。東京都が 10 例

（38.5%）と最も多く、茨城県、千葉県、神奈

川県、愛知県、大阪府、福岡県が 2 例（7.7%）

であった。関東甲信越ブロックの 16例（61.5％）

と北陸・東海ブロック、近畿ブロックの 3 例

（11.5％）で 8 割以上を占めた。 

妊婦国籍を表 34 に示した。日本は 15 例

（57.7%）で、次いでインドネシアが 2例（7.7%）

であった。パートナーの国籍を表 35に示した。

日本が 12（46.2%）であった。妊婦とパートナ

ーの組み合わせを表 36 に示した。日本人同士

のカップルが最も多く 10 例（38.5%）であった。 

HIV 感染妊娠における分娩様式と母子感染の

有無を表 37 に示した。予定帝王切開分娩が 16

例（61.5%）を占め、緊急帝王切開分娩が 4 例

（15.4%）、経腟分娩が 1 例（3.8%）、自然流産

1 例（3.8%）、人工妊娠中絶 4 例（15.4%）であ

った。緊急帝王切開症例における HIV 感染判

明時期と緊急帝王切開理由を表 38 に示した。

全例が分娩前に HIV 感染が判明しており、予

定帝王切開予定であったが切迫早産や児の異

常等の産科的理由で緊急帝王切開が施行され

ていた。在胎週数と出生児体重の平均を表 39

に示した。平均在胎週数と平均出生児体重は、

予定帝王切開分娩では 37 週 2 日、2,816g、緊

急帝王切開分娩ではが 35 週 5 日、2,530g であ

った。 

妊娠転帰場所を表 40 に示した。24 例すべてが

エイズ拠点病院で分娩、中絶等を施行されてい

た。 

抗ウイルス薬のレジメンを表 41 に示した。24

例中 18 例で妊娠前や妊娠早期から投与されて

おり、レジメンは多岐にわたっていた。開始時

期不明が 2 例あり、投与なし・不明が 4 例あっ

た。 

医療保険の加入状況を表 42 に示した。医療保

険に加入している症例が 22 例（84.6%）で、不

明が 4 例（15.4%）あった。パートナーとの婚

姻関係を表43に示した。婚姻ありが19（73.1%）、

婚姻なしが 7 例（26.9%）であった。 

HIV 感染妊婦の感染判明時期を表 44 に示した。

感染分からずに妊娠が 4 例（15.4%）、感染判明

後初めての妊娠が 9 例（34.6%）、感染判明後 2

回以上妊娠が 13 例（50.0%）で、8 割は感染が

分かった上での妊娠であり、近年の傾向と同様

であった。HIV 感染判明後に妊娠した 22 例に

ついて、妊娠回数を表 45 に示した。1 回目 9

例（40.9%）、2 回目以降が 13 例（59.1%）で

あった。HIV 感染判明時期と妊娠転帰を表 46

に示した。人工妊娠中絶例は、感染判明後初め

ての妊娠で 1 例(3.8%)、感染判明後 2 回目妊娠

で 3 例（11.5%）であった。 

HIV 感染妊娠の妊娠方法と不妊治療の有無を

表 47 に示した。不妊治療ありは 3 例（11.5%）

であった。不妊治療なしは 23 例で、そのうち

予定内妊娠が 12（52.2％）、予定外妊娠が 10
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例（43.5％）、不明が 1 例（4.3%）であった。 

分娩までの受診歴を表 48 に示した。分娩に至

った 21 例中定期受診が 19 例（90.5%）、3 回以

下が 1 例（4.8%）、全く受診していないが 1 例

（4.8%）であったが、3 例以下は 29 週まで未

受診でその後 HIV 判明の症例、全く受診して

いない症例は未受診妊婦であった。 

 

D.考察 

HIV 感染妊娠の報告数は近年 40 例前後で推移

していたが、2017 年は 37 例、2018 年は 33 例

とやや減少傾向にある。今後の推移を予測する

ことは困難であるが、近年の傾向から徐々に

HIV 感染妊娠は減少していく可能性はある。し

かし新規 HIV 感染者が減少傾向にある訳では

なく、今後より詳細な解析を加え、症例数の推

移を予測することが必要と考える。 

大都市圏に多いことや日本人の占める割合が

増加していることには変わりはない。同様に

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せは「日本―日本」が増加しており、これは感

染判明後の再妊娠の占める割合が増加してい

る影響と思われる。 

分娩様式は、経腟分娩例は飛び込み分娩等を除

くとほぼゼロとなっており、これは本研究班が

推奨してきた母子感染予防対策としての帝王

切開分娩が浸透している結果であると思われ

る。今後諸外国と同様に、血中 HIV ウイルス

量のコントロールが良好な例に関しては本邦

でも経腟分娩が許容され得る可能性があり、現

在検討を重ねている。近年 cART の普及により

ウイルス量コントロールは良好になってきて

おり、本邦でもウイルス量的に経腟分娩が許容

され得ると考えられる検出限界未満を基準と

すると、年間７～8 例程度の経腟分娩可能症例

が存在すると考えられる。他方、感染判明後の

複数回妊娠が増加していることから既往帝王

切開分娩例が増加しており、今後既往帝王切開

分娩による合併症も考慮する必要がある。 

平均在胎週数は予定帝切分娩においても 37 週

未満であり、これは休日・夜間帯といったマン

パワーが低下している時間帯での緊急手術を

避けるために、医師・スタッフが対応しやすい

時間帯で予定帝王切開術を施行していること

が要因のひとつと思われる。このような状況下

で 24 時間対応が必要となる経腟分娩が可能な

施設がどの程度存在するか、当研究班で検討を

進めている。 

近年 HIV 感染が判明している妊娠例に対して

はほぼ全例 cART が施行されており、平成 12

年以降感染予防策として「初期 HIV スクリー

ニング検査」「予定帝王切開」「抗ウイルス薬 3

剤以上」「児の投薬あり」「断乳」の全てを施行

した例での母子感染症例はなかった。しかし、

近年新規母子感染例は報告され続けている。特

徴として、妊娠感染判明時期が妊娠後期もしく

は分娩後に判明した例から全例母子感染は生

じている。特に妊娠初期 HIV スクリーニング

検査では陰性であったが、次子妊娠時に HIV

スクリーニング検査が陽性となったため前出

生児の HIV 感染の有無を調べたところ、母子

感染が判明する例や、児の何らかの HIV 関連

症状を発症することを契機として児の HIV 感

染が判明し、その上で母体の HIV 感染が初め

て判明する例がほとんどを占めている。感染経

路の特定は不可能であり、近年の傾向を見ると

今後も同様の経過で母子感染が生じる可能性

が高い。このような例では妊娠・分娩中のウイ

ルス量や妊娠背景などの詳細なデータ収集は

不可能であり、予防対策を構築することは困難

を極める。今後の母子感染予防対策として、ま

ず一つは妊婦健診を妊娠判明後早期に受診し、

妊娠初期・中期で HIV 感染を判明させること

と思われる。また妊娠初期スクリーニング検査

陰性例に対する予防対策は、常に HIV 感染は

生じ得るため、妊娠中に複数のパートナーと性

交渉をもった例や他の性感染症を合併してい

る例など妊娠中に HIV 感染リスクが生じたと

考えられる場合には躊躇せず、妊娠後期や授乳

期でも HIV スクリーニング検査を再度施行す
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ることを推奨していく必要がある。 

HIV 感染妊娠例のうち約 70％を感染判明後妊

娠が占める傾向が続いている。しかしその内訳

を見ると、妊娠以外の機会で HIV 感染が判明

した上で初めて妊娠・出産する例が増加傾向に

ある。こういった例では妊娠前から cART が施

行されていることが多く、ウイルス量コントロ

ールは良好な初産婦という症例が含まれる。こ

の中に経腟分娩が許容され得る例は多数含ま

れると思われ、今後実際に経腟分娩を試行して

いく上でこのような症例を対象として、妊婦の

意識調査や医療体制の整備を検討していく必

要があると思われる。 

また母子感染予防対策が確立しつつある現状

から今後も感染判明後の妊娠が多数を占めた

状態で推移する可能性が高いと思われるため、

感染判明後のフォローが非常に重要となる。

HIV 感染妊娠の転帰場所においてエイズ拠点

病院が占める割合は増加傾向にあり、約 95％は

最終転帰場所がエイズ拠点病院となっている。

今後経腟分娩が許容された場合もエイズ拠点

病院での対応が必須となることからも、好まし

い傾向であると思われる。この中で、実際に経

腟分娩が可能な施設を選定することが必要と

なってくる。 

 

E.結論 

HIV 感染妊娠は一定数存在し、2000 年以前と

比較し母子感染例は減少傾向にあり、母子感染

予防対策は確立されたと思われたが、近年母子

感染例が報告され続けている。特に、妊娠初期

HIV スクリーニング検査陰性例といった母子

感染予防対策が非常に困難な例での母子感染

例が多数を占めてきている。反対に妊娠初期・

中期までに HIV 感染が判明している例からの

母子感染例はなく、現在われわれが推奨してい

る母子感染予防対策を全て施行すれば、母子感

染は予防可能であることが証明されてきてい

る。今後母子感染ゼロを目指すために妊娠初

期・中期でのスクリーニング検査を 100％施行

することを徹底し、また妊娠・授乳中に HIV

感染の可能性がゼロではないと考えられる例

に対しては、積極的に複数回の HIV スクリー

ニング検査を施行すべきである。また分娩様式

は経腟分娩を許容していく可能性がある。HIV

感染妊娠や経腟分娩の安全性・現実的な対応方

法などを社会的に啓蒙した上で、受け入れ施設

の選定や経腟分娩時における予防策の確立な

ど、全国的に医療体制の整備を進めていく必要

がある。 
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資料 産婦人科二次調査用紙
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図 1 令和元年度産婦人科小児科統合データベース構築 

 

 

図 2 HIV 感染妊娠の報告数 
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図 3 HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 
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図 4 HIV 感染妊婦国籍の変動 
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表 3 パートナーの国籍別症例数および HIV 感染割合 
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図 5 パートナーの感染有無 

 

 

図 6 HIV 感染妊婦とパートナーの国籍組み合わせ別変動 

 

 

図 7 HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動 
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図 8 分娩様式別変動 

 

表 4 緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 5 2014～2018 年の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 6 在胎週数と出生児体重の平均 
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表 7 分娩様式・妊娠転帰別の母子感染 

 

 

表 8 年次別妊娠転帰と母子感染 

 

 

表 9 HIV 感染妊婦の血中ウイルス量最高値 
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図 9 抗ウイルス薬投与例の薬剤数別年次推移 

表 10 抗ウイルス薬投与による血中ウイルス量の変化 

 

 

表 11 分娩様式別母子感染率（産婦人科データベース） 
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表 12 HIV 感染判明時期・妊娠転帰別母子感染率（令和元年度統合データベース） 
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表 13 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況  

 
 

表 14 2000 年以降の分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況  

 
 

表 15 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 

 

 

表 16 2000 年以降の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 
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表 17 感染予防対策を施行した症例の分娩様式別母子感染率（2000 年以降） 

 
 

 

図 10 感染判明時期の推移 
 

 

図 11 分娩歴 
 

 

図 12 感染判明時期の推移 
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図 13 分娩前ウイルス量の推移 

 

 

図 14 妊娠中・分娩後に HIV 感染が初めて判明した症例の母子感染例 

 

 

図 15 母子感染例における妊娠初期スクリーニング検査陰性例 

 

表 18 HIV 感染判明以降の妊娠回数 
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図 16 HIV 感染判明時期別平均年齢（2009～2018 年） 

 

 

図 17 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の年次推移別推移（2009～2018 年） 

 

 

図 18 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の変動（2009～2018 年） 
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図 19 感染判明後妊娠の妊婦国籍       図 20 感染判明後妊娠のパートナー国籍 

    (2009～2018 年)               （2009～2018 年） 

 

 

図 21 感染判明後妊娠の加入保険内容（2009～2018 年） 

 

 

図 22 感染判明後妊娠の転帰年別分娩様式（2009～2018 年） 
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図 23 感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠（2009～2018 年） 

 

 

図 24 感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無（2009～2018 年） 

 

 

図 25 感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値（2009～2018 年） 
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図 26 感染判明後妊娠の転帰場所（2009～2018 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 HIV 感染妊娠の転帰場所          図 28 HIV 感染妊娠転帰場所 

（妊娠転帰不明例、妊娠中例を除く）           （2014～2018 年） 

 

表 19 転帰場所別分娩様式 

 

 

表 20 転帰場所別抗ウイルス薬投与状況 
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表 21 日本で経腟分娩した 69 例 
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表 22 都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱  表 23 都道府県別・最終転帰場所の HIV 感染妊娠数 

   状況と HIV 感染妊婦最終転帰施設数 
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図 29 婚姻関係別の妊婦転帰 

 

 

図 30 医療保険加入状況別の妊娠転帰 
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表 24 母子感染の 59 例 
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図 31 母子 59 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 32 母子感染、日本転帰 38 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 33 母子感染、外国転帰 18 例の転帰年と分娩様式 
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表 25 母子感染 59 例の転帰都道府県 

 

 

表 26 母子感染 59 例の妊婦国籍 

 

 

表 27 母子感染、日本転帰 38 例の妊婦国籍    表 28 母子感染、外国転帰 18 例の妊婦国籍 
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表 29 母子感染 59 例のパートナーの国籍 

 

表 30 母子感染、日本転帰 38 例のパートナー    表 31 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   の国籍                      の国籍 

 

 

図 34 母子感染 59 例のパートナーと国籍組み合わせ 

 

図 35 母子感染、日本転帰 38 例のパートナー    図 36 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   と国籍組み合わせ                 と国籍組み合わせ 
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図 37 母子感染 59 例の分娩様式 

 

 

図 38 母子感染、日本転帰 38 例の分娩様式    図 39 母子感染、外国転帰 18 例の分娩様式 

 

 

図 40 母子感染 59 例の転帰場所 
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図 41 母子感染 59 例の HIV 感染診断時期 

 

 

図 42 母子感染、日本転帰 38 例の感染診断時期  図 43 母子感染、外国転帰 18 例の感染診断時期 

 

 

図 44 妊娠歴（2000 年以降） 

 

 

図 45 初産婦の分娩前ウイルス量（2000 年以降） 
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表 32 2019 年全国二次調査報告症例数（重複回答を除く） 

 

 

表 33 2019 年妊娠転帰症例の報告都道府県 

 

 

表 34 2019 年妊娠転帰症例の妊婦国籍 

 

 

表 35 2019 年妊娠転帰症例のパートナー国籍 

 

 

表 36 2019 年妊娠転帰症例の妊婦とパートナーの国籍組み合わせ 
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表 37 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染妊娠の分娩様式と母子感染 

 

 

表 38 2019 年妊娠転帰症例の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 39 2019 年妊娠転帰症例の在胎週数と出生時体重の平均 

 

 

表 40 2019 年妊娠転帰症例の妊娠転帰場所 

 

 

表 41 2019 年妊娠転帰症例の抗ウイルス薬レジメン 

 

 

表 42 2019 年妊娠転帰症例の保険加入状況 

 



100 

 

表 43 2019 年妊娠転帰症例のパートナーとの婚姻関係 

 

 

表 44 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期 

 

 

表 45 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明後の妊娠回数 

 

 

表 46 2019 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期と妊娠転帰 

 

 

表 47 2019 年妊娠転帰症例の妊娠方法 

 

表 48 2019 年妊娠転帰症例の分娩までの受診歴 

 


